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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年６月平成17年６月平成18年６月平成19年６月平成20年６月

売上高 (千円) 1,782,3952,362,8153,196,5203,265,0634,601,775

経常利益 (千円) 72,614 161,428115,156153,788268,484

当期純利益 (千円) 40,771 96,361 66,142 31,357 130,200

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 114,500153,250184,000184,000184,000

発行済株式総数 (株) 1,260 2,810 2,960 2,960 592,000

純資産額 (千円) 319,896455,396650,796691,375782,740

総資産額 (千円) 1,198,5751,631,2751,888,9652,325,0292,468,051

１株当たり純資産額 (円) 253,886.30162,062.70219,863.70233,572.681,317.57

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間

配当額)

(円)
－

（　－　）

－

（　－　）

－

（　－　）

－

（　－　）

－

（　－　）

１株当たり当期純利益 (円) 32,358.1974,714.8422,892.1210,593.86219.93

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.7 27.9 34.5 29.7 31.6

自己資本利益率 (％) 13.6 24.9 12.0 4.7 17.7

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △15,987△37,768 371,910

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △140,216△165,128△207,569

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 175,475288,089△183,014

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― 141,222223,558199,272
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従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
33

〔 21 〕

45

〔 22 〕

58

〔 39 〕

83

〔 54 〕

120

〔 80 〕
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(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第11期及び第12期の財務諸表については、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の

監査を受けており、第13期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

新日本有限責任監査法人の監査を受けておりますが、第９期及び第10期については、当該監査を受けて

おりません。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日付をもって新日本有限責任

監査法人となりました。

４　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権及び新株予約権を発行しておりますが、

当社株式は当事業年度末において非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりませ

ん。

６　純資産額の算定にあたり、第11期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。

７　株価収益率は、当社株式が非上場であり、期中平均株価の把握ができないため記載しておりません。

８　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除いております。)を記載しております。また、従業員数

の〔外書〕は、臨時雇用者数の当該期間における平均雇用人数を記載しております。

９　当社は、平成19年12月１日付で株式１株につき２株に、平成20年４月３日付で株式１株につき100株に株

式分割を行っております。当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標

の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなります。なお、第８期、第９期及び第10期の数値(１株当

たり配当額については全ての数値)については、新日本有限責任監査法人の監査を受けておりません。

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成15年６月平成16年６月平成17年６月平成18年６月平成19年６月

１株当たり純資産額 （円） 1,107.641,269.43810.311,099.311,167.86

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

（円）
－

（　－　）
－

（　－　）
－

（　－　）
－

（　－　）
－

（　－　）

１株当たり当期純利益金額 （円） 74.37 161.79 373.57 114.46 52.96

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － － － － －
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２ 【沿革】

 

年月 事項

平成７年11月
時計を中心とした商品の企画開発・販売を目的として株式会社イデア・インターナショナル

を東京都江東区亀戸に設立(資本金10百万円)

平成11年２月 本社を江東区亀戸から港区高輪に移転

平成12年９月 商号を株式会社イデアインターナショナルに変更

平成15年２月 オリジナルブランド「I.D.E.A LABEL」の販売開始

平成15年６月 本社を港区高輪から港区芝に移転

平成16年３月 オリジナルブランド「TAKUMI」の販売開始

平成16年７月 セールスプロモーション向けビジネスを開始

平成16年８月 独BRAUN社と輸入販売代理店契約を締結し、セレクトブランド商品の取扱を開始

平成17年５月 オリジナルブランド「Agronatura」を販売開始し、オーガニック化粧品分野へ進出

平成18年２月
インテリア商品のセレクトショップ「Idea Frames」第一号店を表参道ヒルズに出店し、小売

店舗展開を開始

平成18年３月
オリジナルブランドの取扱比率が高いインテリアショップ「Idea Seventh Sense」第一号店

を熊本の鶴屋百貨店に出店

平成18年６月 量販店向けブランドの取扱を終了

平成19年３月 オーガニック化粧品専門ショップ「Agronatura」第一号店を東京ミッドタウンに出店

平成19年３月 セレクト家電ショップ「Idea Digital Code」第一号店を東京ミッドタウンに出店

平成19年３月 オリジナルブランド「YUEN’TO」の販売開始

平成19年５月 インターネット販売を開始

平成19年９月 オリジナルブランド「BIORISTA」の販売開始

平成19年11月 オリジナルブランド「Idea Root」の販売開始

平成19年12月 オリジナルブランド「DULLER」の販売開始

平成20年４月 アウトレットショップ「Idea Outlet」第一号店を三井アウトレットパーク入間に出店

平成20年７月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」に株式を上場
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３ 【事業の内容】

当社は、時計や軽家電などデザイン性の高いインテリア雑貨やオーガニック化粧品等、住関連ライ

フスタイル商品(*1)に関するオリジナル商品の企画・開発及び販売、セレクトブランド商品の販売を

主たる事業としており、その他にコンサルティング等の手数料収入があります。

オリジナルブランド商品につきましては社内外デザイナーと共同で商品を企画・開発しており、セ

レクトブランド商品につきましては国内外ブランドホルダーからの商品仕入を行っております。

販売チャネルは、主にインテリアショップ等の専門店に対する卸売、直営店による小売、セールスプ

ロモーションを行う法人等に対する販売があり、これらの販売チャネルを通じて一般消費者へ商品供

給を行っております。

直営店は、インテリアセレクトショップ「Idea Frames」及び「Idea Seventh Sense」、オーガニッ

ク化粧品専門ショップ「Agronatura」、セレクト家電ショップ「Idea Digital Code」並びにアウト

レットショップ「Idea Outlet」の５業態を展開しております。

 

当社の事業系統図は次のとおりであります。

 
(注)　当社が直接事業活動を行っているものを実線として表示しております。
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（*1）住関連ライフスタイル商品

生活関連産業は、主に衣・食・住・遊に大別されます。当社が関連する部分は、住関連の部

分でありますが、この住関連部分を当社では「ホームファッション関連市場」と定義してお

ります。また、生活関連産業の市場には、日常生活に質的満足を求める高感度な生活者(以下

「高感度層」という。)が形成している部分があり、当社ではこの部分を「ライフスタイル領

域」と定義しております。

当社では、上記の２つの定義が重複する部分を事業領域と捉え、「住関連ライフスタイル

市場」と定義し、商品展開を行っております。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年６月30日現
在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

120
〔 80 〕

29.5 2.3 4,911,126

(注) １　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除いております。)を記載しております。また、従業員数

の〔外書〕は、臨時雇用者数の当該期間における平均雇用人数を記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数が前事業年度末に比べ37名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び中途採用によ

るものであります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速や原油

・原材料価格の高騰などの影響を受け、国内景気は後退局面へと移行しつつあり、これまで景気を

下支えしてきた設備投資や個人消費にも先行き不透明感が高まっております。

当社はこうした環境のもと、デザイン性が高く人々の生活シーンを「美しく」「楽しく」「豊か

に」演出するライフスタイルプロダクトを自ら企画・開発し、それらを個性的な生活空間を求める

生活者に対して、インテリアショップ等の専門店や直営店・Ｅコマースなど多様な販売チャネルを

通じて提案していくことにより、差別化された事業基盤を確立・拡大させることに取り組んでまい

りました。

以上の結果、売上高は4,601百万円(前年同期比40.9％増)、営業利益は318百万円(前年同期比

116.5％増)、経常利益は268百万円(前年同期比74.6％増)、当期純利益は130百万円(前年同期比

315.2％増)となりました。

事業別の取組みとしては、主力事業の製造卸売事業では新たなオリジナルブランドとして、オー

ガニック化粧品ブランド「BIORISTA」、ステーショナリーブランド「DULLER」、フェアトレードブ

ランド「Idea Root」を立ち上げ、インテリア雑貨やデザイン家電に加えて、ステーショナリーや

オーガニック化粧品などの新カテゴリーを充実させることによって、取引先の深耕を推し進めてま

いりました。その結果、当該事業の売上高は3,476百万円(前年同期比21.2％増)となりました。

小売事業につきましては、国内に９店舗を出店し、当事業年度末現在の店舗数は16店舗となりま

した。業態別では、インテリア雑貨・家電の「Idea Seventh Sense」を10月に「ecute立川店」(東

京都立川市)、「有楽町マルイ店」(東京都千代田区)、５月に「淀屋橋odona店」(大阪市中央区)と

合計３店舗出店致しました。オーガニック化粧品の「Agronatura」については、９月に「名古屋パ

ルコ店」(名古屋市中区)、「NU茶屋町店」(大阪市北区)、10月に「有楽町マルイ店」(東京都千代田

区)、11月に「なんばマルイ店」(大阪市中央区)、５月に「淀屋橋odona店」(大阪市中央区)と合計

５店舗出店いたしました。新業態「Idea Outlet」については４月に「三井アウトレットパーク入

間店」(埼玉県入間市)を出店致しました。その結果、当該事業の売上高は1,099百万円(前年同期比

178.2％増)と大きく伸長することができました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末の残高223百

万円に対して24百万円減少し、199百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、371百万円(前年同期は37百万円の流出)となりました。

　これは、税引前当期純利益(238百万円)、たな卸資産の減少(145百万円)があったものの、売上債権

の増加(104百万円)及び法人税等の支払(104百万円)があったことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、207百万円(前年同期は165百万円)となりました。

　これは、新規出店費用などの有形固定資産取得による支出(131百万円)等によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は、183百万円(前年同期は288百万円の獲得)となりました。

　これは、長期借入金の純増(61百万円)があったものの、短期借入金の純減(245百万円)によるもの

であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当事業年度における製品・商品の仕入実績を品種別に示すと、次のとおりであります。

 

品種

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

オリジナルブランド商品 1,385,265 95.2

セレクトブランド商品 794,321 150.7

合計 2,179,587 110.0

(注) １　オリジナルブランド商品の製造において、当社が金型を保有するものに関し、会計上製品として区分し

ております。上記オリジナルブランド商品については、製品としての仕入金額(生産高)(352,722千円)

を含んでおります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当社は受注生産を行っていないため、該当事項はありません。

 

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績を品種別・販売形態別に示すと、次のとおりであります。

 

①品種別実績

品種

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

オリジナルブランド商品 3,269,340 134.0

セレクトブランド商品 1,306,620 158.7

手数料収入 25,813 1,226.7

合計 4,601,775 140.9
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②販売形態別実績

販売形態

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

製造卸売事業 3,476,611 121.2

小売事業 1,099,349 278.2

手数料収入 25,813 1,226.7

合計 4,601,775 140.9

(注) １　小売事業の販売高の内訳を小売業態別に示すと下記のとおりであります。

小売業態

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

販売高(千円) 構成比(％)

Idea Frames 219,366 19.9

Idea Seventh Sense 345,082 31.4

Idea Digital Code 151,493 13.8

Agronatura 251,886 22.9

Idea Outlet 35,817 3.3

インターネット販売 95,702 8.7

合計 1,099,349 100.0

 

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社はこれまで成長を続けてまいりましたが、今後は世界的な原油・原材料価格の高騰を背景に

仕入コストの上昇など当社を取り巻く経営環境は予断を許さない状況が続くものと認識しており

ます。

当社は現在、比較的価格競争の影響を受けにくい販売チャネルを中心に事業を展開しております

が、コンセプト力やデザイン性に優れた競争力の高い商品を開発していくことによって仕入コスト

の上昇を吸収し、また、小売事業の収益貢献度を高めることによって会社全体の収益性を維持・向

上させていく所存であります。

また内部管理面については、上場企業に相応しい組織体制を構築・強化していくことも重要な課

題であると認識しております。

このような観点に立ち、具体的には主に以下の施策を推進していく考えであります。 

① オリジナルブランド商品の取扱比率向上

当社はオリジナルブランド商品とセレクトブランド商品の双方を取り扱っておりますが、

今後も引き続き、より収益性の高いオリジナルブランド商品の拡充に努めてまいります。

② 小売事業の強化及び育成

小売事業は平成18年２月に進出して以来、当事業年度において初めて営業損益の黒字転換

を果たしましたが、引き続き小売店舗網の拡大を進めることに加え、新業態の開発や店舗立地

の厳選などによって、より収益貢献度の高い事業へと育成してまいります。

③ 人材の確保及び教育 

今後の業容拡大に伴い、商品開発、営業力強化、小売拡大、管理部門の更なる強化などを図っ

ていく上で、優秀な人材の確保は不可欠であるため、リクルート活動を引き続き積極的に行っ

ていく考えであります。

また、人材教育に関しましては、現在実施している新入社員研修や店舗研修や中堅社員、管

理職を対象としたビジネススキルアップを目指した研修制度等の更なる強化を図ってまいり

ます。

④ 内部管理体制の強化 

上場企業に相応しい内部管理体制を確立させるべく、予算管理の精度向上、リスクマネジメ

ントの強化、ステークホルダーに対する適時適切な情報開示、財務報告の適正性やコンプライ

アンス体制などを強化し、上場企業としての社会的責任に応えてまいります。

⑤ 財務体質の強化

当事業年度より在庫水準の適正化に向けて全社的に取り組み、一定の成果を出しましたが、

今後も引き続いて取り組みを強化することによって、有利子負債残高の総資産に占める割合

を低減させ、経営効率を一層高めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因は、以下に記載する

とおりであります。なお、必ずしも事業上の重要なリスクとは考えていない事項についても、当社の

事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から記載して

おります。

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に

努める方針でありますが、記載内容及び将来に関する事項は本書提出日現在において当社が判断し

たものであり、不確実性を内在しているため、以下の記載内容は当社株式への投資に関連するリス

ク全てを網羅するものではありませんので、ご留意下さい。

 

(1)　当社事業について

① 商品開発について

当社は、デザイン性の高い住関連ライフスタイル商品(時計・家電・インテリア雑貨、オーガ

ニック化粧品等)の企画・開発を行っております。当社は消費者の購買意欲を促進するために、

積極的にオリジナルブランド商品の開発を行っております。住関連ライフスタイル商品は流行

・嗜好が短期的に大きく変化することがあり、当社の開発商品が消費者の嗜好に合致しない場

合や新商品の開発に遅れた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 海外からの仕入について

当社の商品仕入は主に中国・欧州から輸入しており、仕入価格の決定においては外国為替相

場が直接関係しております。為替相場が円安になった場合、仕入コストが上昇するため、為替相

場の変動が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社が輸入取引を行う国や地域において、予測不可能な自然災害、テロ、戦争、その他の

要因による社会的混乱、労働災害、ストライキ、疫病等の予期せぬ事象により商品仕入に問題が

生じる可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

③ 在庫管理について

当社の商品は流行・嗜好の変化に影響されることから、需要動向を見誤った場合には、余分な

在庫を抱えることとなります。このため商品仕入にあたっては、初回発注数量の最小化や多品種

少量発注を実施するなど、在庫水準の適正化に努めております。当社の対応にも関わらず過剰在

庫が発生する可能性があります。当社は滞留在庫について滞留期間や販売可能価額を基準とし

て評価減を実施しているため、滞留在庫が増加するような場合には、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。
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④ 小売事業について

当社は製造卸売企業として成長してまいりましたが、流通業界の再編など環境変化が見られ

ることから、当社商品を直接消費者に販売することにより、消費者ニーズをより的確に捉えるこ

とが必要と判断いたしました。その具体策として小売事業を平成18年より開始いたしました。今

後も店舗開発への投資をしてまいりますが、計画に沿った成長ができなかった場合、当社の業績

に影響を及ぼす可能性があります。

当社の店舗は全て賃借物件であり、店舗賃借のために一部の貸主に対して保証金等を差し入

れております。また、ほとんどの店舗が売上代金を一時的に貸主に預ける契約となっておりま

す。このため、契約期間中に貸主の倒産やその他の事由により、差し入れた保証金等の一部もし

くは全部が回収できなくなる場合や、売上代金の一部を回収できなくなる場合は、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 特定の取引先への依存について

当社はオリジナルブランド商品について多数の仕入先と取引しておりますが、オーガニック

化粧品「Agronatura」の仕入先であるIBS Italiana s.a.s.(イタリア会社)からの仕入高は、平

成20年６月期355百万円(商品仕入高1,826百万円の19.5％)となっております。同社とは取引基

本契約を締結し、取引関係は安定的に推移しております。今後、同社との関係に支障が出るよう

な場合には当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 借入金への依存について

当社は、運転資金を主として金融機関からの借入金により調達しているため、総資産に対する

有利子負債の比率(以下「有利子負債依存度」という。)が高い水準にあります。当社の有利子負

債依存度は、平成19年６月期末51.0％、平成20年６月期末40.6％となっております。当社は、財務

体質の強化に努める方針ですが、今後の金利動向等金融情勢の変化により、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。

 

(2)　事業体制について

① 特定人物への依存

代表取締役社長である橋本雅治は、当社の経営方針や事業戦略の決定をはじめ、当社の事業推

進において重要な役割を果たしております。今後、業務の定型化、形式化、代替要員の確保などを

進めることにより同氏への依存度は低下するものと考えておりますが、現段階においては同氏

の持つ創造性や指導力を代替できるとは考えておらず、何らかの要因により同氏の業務執行が

困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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② 人材の確保と育成

当社の今後の企業成長のためには、商品の企画・開発及び販売のいずれにおいても、優秀な人

材の確保とその育成が不可欠なものとなります。特に商品企画については、消費者の様々な生活

シーンにあった楽しく美しい住関連ライフスタイル商品の開発が必要であります。このため当

社は活発な採用活動により、人材を確保していくと同時に教育・研修制度の充実・強化を実施

し、従業員が実力を発揮できる環境を整備することが重要な課題であります。当社が必要とする

優秀な人材の育成・確保が当社事業展開に対応して進まない場合、あるいは、何らかの理由によ

り人材が大量に社外流出した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

③ 組織について

当社は、平成20年６月末日現在において取締役７名、監査役３名、従業員120名(ほかに臨時雇

用者数80名)と小規模な組織であり、当社の管理体制も規模に応じたものとなっております。当

社は、今後の事業拡大に対応できるように、内部管理体制の充実に努め、上場企業によりふさわ

しい組織を確立させることが重要課題と認識しております。当社が適切に必要な施策に対応で

きない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3)　法的規制について

① 意匠権

住関連ライフスタイル商品の差別化は主にデザインによりますが、当社においては現在まで

に商品デザインを巡る重要な問題は発生しておりません。しかしながら、当社が今後においてデ

ザインに係る意匠権などに関連して紛争や事件に関係する可能性を否定することはできませ

ん。そうした不測の事態が生じた場合には、損害賠償請求や信用低下により、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

② 個人情報

当社は、業務遂行の過程で個人情報を取り扱うことがあります。当社は、「個人情報の保護に

関する法律」をはじめとする諸法令の遵守と適正な取扱の確保に努めております。また社内諸

規程等を定めたうえ、社員の教育・指導を行い、個人情報の保護を図っております。しかしなが

ら、不測の事態により個人情報が外部へ漏洩した場合、損害賠償請求や信用低下により、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。

③ 製造物責任法(ＰＬ法)

当社では自社で企画・開発したオリジナルブランド商品を中国・欧州など海外メーカーに製

造委託を行い、その製造物を仕入れていることから、製造物責任法の適用を受けます。当社では、

製造物の欠陥が起きないように品質管理に努めているほか、保険加入等の対策を講じておりま

すが、万一不測の事態が生じた場合には、損害賠償請求や信用低下により、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。
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④ 薬事法

当社の取り扱うオーガニック化粧品の輸入販売においては、医薬品、医薬部外品、化粧品等の

品質、有効性及び安全性の確保を目的とする「薬事法」関係の規制を受けており、全成分表示等

が義務付けられております。

当社では、「化粧品製造業(包装・表示・保管区分)」及び「化粧品製造販売業」の許可を受

け、オーガニック化粧品の輸入販売を行っており、同法に従い品質管理等に努めておりますが、

同法に定められた許可の失効または取消し等の事由が発生した場合には、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。

 

(4)　その他

① ストックオプションによる株式の希薄化について

当社は、旧商法第280条ノ19並びに旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株

引受権及び新株予約権を発行しております。当該新株予約権等の詳細については、「第４　提出

会社の状況　１.　 株式等の状況　(2) 新株予約権等の状況」をご参照下さい。

本書提出日現在において、ストックオプションの目的となる株式数は70,800株であり、発行済

株式総数592,000株の12.0％に相当しております。ストックオプションが行使された場合、当社

普通株式の既存持分の希薄化が生じ、株価に影響を及ぼす可能性があります。

② 登録商標の取消審判手続申立てについて

当社が日本にて取得している商標「Agronatura」について、イタリアにて同じ商標を取得し

ている農業組合が、平成19年11月特許庁に対して商標の取消審判の申立てを行いました。

「Agronatura」商品は当社が企画したオリジナル商品であり、当該農業組合の主張は的はずれ

である旨の審判事件答弁書を平成20年２月に提出いたしました。特許庁の本件申立てに関する

審判には１～２年を要すると考えております。当社は、当社に有利な判定になるものと判断して

おります。しかしながら当該審判手続の帰趨によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末において、当社が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成して

おります。この財務諸表の作成にあたりまして、一定の会計基準の範囲内での見積りが行われて

いる部分があり、資産及び負債、並びに収益及び費用の数値に反映されております。これらの見

積りについては、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実

性が伴うため、実際の結果は、これらと異なる場合があります。

 

(2) 当事業年度の財政状態及び経営成績の分析

① 財政状態の分析

(流動資産)

当事業年度末における流動資産の残高は、2,030百万円(前事業年度末は2,047百万円)とな

り、17百万円減少いたしました。これは売掛金の増加(69百万円)及び前渡金の増加(64百万

円)があったものの、たな卸資産の減少(145百万円)等があったことによるものであります。

 

(固定資産)

当事業年度末における固定資産の残高は、437百万円(前事業年度末は277百万円)となり、

160百万円増加いたしました。これは店舗出店に伴う内装設備などの有形固定資産の増加(77

百万円)、店舗賃借に対して差し入れた敷金(25百万円)等があったことによるものでありま

す。

 

(流動負債)

当事業年度末における流動負債の残高は、1,560百万円(前事業年度末は1,559百万円)とな

り、0.7百万円増加いたしました。これは短期借入金の減少(245百万円)があったものの、買掛

金の増加(96百万円)、デリバティブ負債の増加(44百万円)及び未払法人税等の増加(35百万

円)等があったことによるものであります。

 

(固定負債)

当事業年度末における固定負債の残高は、125百万円(前事業年度末は74百万円)となり、50

百万円増加いたしました。主な要因は長期借入金の増加(42百万円)等によるものでありま

す。

 

(純資産)

当事業年度末における純資産の残高は、782百万円(前事業年度末は691百万円)となり、91

百万円増加いたしました。これは繰延ヘッジ損益の減少(41百万円)があったものの、繰越利

益剰余金の増加(130百万円)等があったことによるものであります。
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② 経営成績の分析

(売上高)

　当事業年度における売上高は、4,601百万円(前事業年度は3,265百万円)となり、1,336百万

円増加いたしました。なお、売上高の増収要因については、「第２　事業の状況　１　業績等の

概要　(1) 業績」をご参照ください。

 

(売上総利益)

当事業年度における売上総利益は、2,289百万円(前事業年度は1,544百万円)となり、745百

万円増加いたしました。これは直営店の増加及び製品・商品全体の利益率の向上によるもの

であります。

 

(販売費及び一般管理費)

　当事業年度における販売費及び一般管理費は、1,971百万円(前事業年度は1,397百万円)と

なり、574百万円増加いたしました。これは店舗出店による人件費増加及び地代家賃の増加等

によるものであります。

 

(営業利益)

　当事業年度における営業利益は、318百万円(前事業年度は147百万円)となり、171百万円増

加いたしました。これは利益率改善による売上総利益の増加が主であり、売上高に対する販

売費及び一般管理費率が横ばいとなったことによるものであります。

 

(経常利益)

　当事業年度における経常利益は、268百万円(前事業年度は153百万円)となり、114百万円増

加いたしました。これは営業利益の増加が主であり、為替の影響により為替差損22百万円(前

年は為替差益26百万円)の計上等により営業外収支が悪化したことによるものであります。

 

(当期純利益)

　上記等の結果として、当事業年度における当期純利益は、130百万円(前事業年度は31百万

円)となり、98百万円増加いたしました。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」をご参照ください。
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(4) 経営戦略の現状と見通し

当社の成長戦略は、主力製造卸売事業の商品カテゴリー開発、小売事業の新業態開発及び多店

舗展開、「Agronatura」をはじめとするオーガニック事業の拡大、その他新規事業の立ち上げの

４つを骨子としております。

① カテゴリー拡大

当社は、時計をはじめとする生活雑貨・インテリアから事業を開始いたしましたが、近年で

は家電、ステーショナリー、オーガニック化粧品などにカテゴリーを広げております。

今後は、家電、ステーショナリー、オーガニック化粧品の３カテゴリーにおいて重点的に開

発を行うことにより、主力事業の競争力を更に高めてまいります。

② 出店戦略

当社は、平成20年６月末現在で16店舗を展開しておりますが、今後も引き続きオーガニック

化粧品ブランド「Agronatura」を中心に新規出店により店舗網拡大を図ってまいります。

同一業態の多店舗化による業態陳腐化を回避するべく、新業態も次々と開発していく考え

であります。

③ 新規事業戦略

当社は、平成17年５月にオーガニック化粧品分野に進出し、平成18年２月に小売事業に進出

するなど、新規事業を果敢に立ち上げてまいりました。

今後はこれらの事業以外にも新規事業を立ち上げることで、会社の成長力を更に引き上げ

ていく考えであります。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における設備投資は、新規出店に伴う店舗内装設備等(108,575千円)及び新商品開発に

伴う金型(32,591千円)への投資等を行いました。その結果、当事業年度の設備投資額は、建設仮勘定

(店舗内設備、金型)を含めて、322,822千円となりました。

なお、当事業年度における重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

平成20年６月30日現
在

事業所名
(所在地)

設備の内容
面積
(㎡)

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具器具

及び備品
合計

本社
(東京都港区)

管理営業施設 1,569.971,648 3,855 5,503
99

( 22 )

Idea Frames
(東京都渋谷区)

店舗設備 247.66 ― ― ―
３

( ７ )

Idea Frames
(愛知県名古屋市中村区)

店舗設備 191.60 26,151 5,940 32,091
２

( ７ )

Idea Seventh Sense
(熊本県熊本市)

店舗設備 132.00 ― ― ―
２

( ２ )

Idea Seventh Sense
(福岡県福岡市中央区)

店舗設備 138.60 ― ― ―
２

( ２ )

Idea Seventh Sense
(東京都千代田区)

店舗設備 81.04 11,537 2,292 13,829
１

( ６ )

Idea Seventh Sense
(東京都立川市)

店舗設備 78.89 320 4,135 4,456
１

( ５ )

Idea Seventh Sense
(東京都千代田区)

店舗設備 67.70 4,905 2,493 7,398
１

( ７ )

Idea Seventh Sense
(大阪府大阪市中央区)

店舗設備 168.00 13,218 13,362 26,581
１

( ３ )

Idea Digital Code
(東京都港区)

店舗設備 85.02 13,164 3,490 16,654
１

( ５ )

Idea Outlet
(埼玉県入間市)

店舗設備 116.52 13,755 4,017 17,773
２

( ３ )

Agronatura
(東京都港区)

店舗設備 24.07 6,203 749 6,953
１

( ５ )

Agronatura
(愛知県名古屋市中区)

店舗設備 26.55 3,803 2,874 6,678
１

( ４ )

Agronatura
(大阪府大阪市北区)

店舗設備 42.27 5,455 2,231 7,687
１

( ４ )

Agronatura
(東京都千代田区)

店舗設備 28.10 3,504 858 4,362
１

( ４ )

Agronatura
(大阪府大阪市中央区)

店舗設備 38.20 3,947 1,074 5,021
１

( ３ )

Agronatura
(大阪府大阪市中央区)

店舗設備 49.00 4,933 4,778 9,712
―

( ６ )
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 (注) １　建物全てを賃借しており、表示における建物は内装設備等であります。なお、上記においては建設仮勘定

を含んでおりません。

２　店舗設備の面積については、店舗面積を表示しております。

３　上記の事業所の敷金保証金の合計は104,959千円となります。また、賃借料の合計は221,658千円(管理費

・共益費27,521千円含む。)となります。

４　工具器具及び備品については、上記のほか提携メーカーに金型16,963千円を貸与しております。

５　従業員は平成20年６月30日現在の就業人員(当社から社外への出向者を除いております。)を記載してお

ります。また、従業員数の (外書) は、臨時雇用者数の当該期間における平均雇用人数を記載しており

ます。

６　金額には、消費税等は含まれておりません。

７　上記のうち、Idea Frames(東京都渋谷区)及びIdea Seventh Sense(熊本県熊本市及び福岡県福岡市)は、

全額減損処理しております。

８　上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。
 

事業所名
(所在地)

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(東京都港区)

工具器具備品 一式 ３～５年 2,139 563

本社
(東京都港区)

車両運搬具 一式 ５年 1,272 636

本社
(東京都港区)

ソフトウェア 一式 ５年 3,562 12,365

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

 

事業所名 所在地
設備の
内容

投資予定額
資金調達方法

着手及び完了予定 完成後の
増加面積
(㎡)総額

(千円)
既支払額
(千円)

着手 完了

本社
東京都
港区

事務所
増床

111,71029,620借入金 平成20年５月平成20年８月 ―

本社
東京都
港区

事務所
改修

100,000 ― 借入金 平成20年11月平成20年12月―

店舗 ―
店舗新設
(４店舗)

80,0002,297借入金 平成20年７月平成21年４月230.00

(注)  完成後の増加面積(㎡)については、計画している面積の合計を表示しております。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,248,000

計 2,248,000

(注) 平成19年11月14日開催の取締役会決議により平成19年12月１日付で、また平成20年３月15日開催の取締役

会決議により平成20年４月３日付で、株式分割に伴う定款の一部変更がそれぞれ行われ、発行可能株式総数

は2,236,760株増加し、2,248,000株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 592,000 644,500

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュー
・マーケット―
「ヘラクレス」)

―

計 592,000 644,500 ― ―

(注) １　提出日現在の発行数には、平成20年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は、含まれておりません。

２　平成20年７月25日を払込期日とする有償一般募集増資により、発行済株式数が52,500株増加しておりま

す。

３　平成20年７月28日をもって、当社株式は大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレ

ス」に上場しております。

 

EDINET提出書類

株式会社イデアインターナショナル(E21259)

有価証券報告書

 23/102



(2) 【新株予約権等の状況】

 

①　旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項は、次のとお

りであります。

(平成13年10月17日　臨時株主総会決議)

 
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) １ 6,000株 6,000株

新株予約権の行使時の払込金額　(注) ２ 1,250円 同左

新株予約権の行使期間

平成15年10月30日もしくは

会社が株式公開した日から

数えて６ヶ月のいずれか遅

いほうから平成21年10月31

日まで(注) ５

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　 　1,250円

資本組入額　　 　　　625円
同左

新株予約権の行使の条件 (注) ３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ４ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、会社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整

されるものとする。なお、かかる調整は、その時点で権利者が新株引受権を行使していない新株引受権

の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２　発行価額は、会社が時価を下回る発行価額をもって新株を発行した場合(新株予約権の行使及び既に発

行されている新株引受権の行使の場合を除く。)または自己株式の処分をするときは、次の算式により

調整される。(調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。)

 

調整後発行価額

 

＝

 

調整前発行価額

 

×

既発行株式数 ＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

また、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により調整される。(調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。)

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
１

分割・併合の比率

３　新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

１) 新株引受権発行時において当社の取締役及び従業員であった者は、新株引受権行使時においても

当社、当社子会社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りで

ない。

２) 新株引受権の譲渡、相続、またはこれに担保権を設定することは認めない。
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３) 新株引受権に関するその他の細目については、当社と権利者との間で締結する新株引受権付与契

約に定めるところによる。
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４　新株引受権を譲渡し、またはこれに担保権を設定することはできない。

５　平成20年６月14日開催の臨時株主総会の決議により「平成15年10月30日もしくは会社が株式公開した

日から数えて６ヶ月のいずれか遅いほうから平成21年10月31日まで」と変更されております。

６　新株引受権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の株式数を減じておりま

す。

７　平成19年11月14日開催の取締役会決議により、平成19年12月１日付で１株を２株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

８　平成20年３月15日開催の取締役会決議により、平成20年４月３日付で１株を100株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

②　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の

とおりであります。

　(平成14年９月27日　定時株主総会決議)

 
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数　(注) １ 43個 43個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) ２ 8,600株 8,600株

新株予約権の行使時の払込金額　(注) ３ 1,250円 同左

新株予約権の行使期間

平成16年11月１日もしくは

会社が株式公開した日から

数えて６ヶ月のいずれか遅

いほうから平成21年10月31

日まで(注) ６

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　 　1,250円

資本組入額　　 　 　 625円
同左

新株予約権の行使の条件 (注) ４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) 　１　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の個数

及び株式数を減じております。

２　会社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、会社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または会社が

新設分割もしくは吸収合併を行う場合、会社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　時価を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使及び改正前の商法に基づき発行された新株引受

権の行使の場合を除く。)または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数
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また、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

４　新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

１) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

２) 新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時においても

当社、当社子会社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りで

ない。

３) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議及び新株予約権割当契約に定める。

５　第三者に譲渡、質入その他一切の処分をできないものとする。

６　平成20年６月14日開催の臨時株主総会の決議により「平成16年11月１日もしくは会社が株式公開した

日から数えて６ヶ月のいずれか遅いほうから平成21年10月31日まで」と変更されております。

７　平成19年11月14日開催の取締役会決議により、平成19年12月１日付で１株を２株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

８　平成20年３月15日開催の取締役会決議により、平成20年４月３日付で１株を100株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

 (平成15年９月22日　定時株主総会決議)

 
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数　(注) １ 35個 35個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) ２ 7,000株 7,000株

新株予約権の行使時の払込金額　(注) ３ 1,250円 同左

新株予約権の行使期間

平成17年11月1日もしくは会

社が株式公開した日から数

えて６ヶ月のいずれか遅い

ほうから平成21年10月31日

まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　 　1,250円

資本組入額　　 　 　 625円
同左

新株予約権の行使の条件 (注) ４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の個数

及び株式数を減じております。

２　会社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
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また、会社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または会社が

新設分割もしくは吸収合併を行う場合、会社は必要と認める株式数の調整を行う。
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３　時価を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使及び改正前の商法に基づき発行された新株引受

権の行使の場合を除く。)または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

また、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

４　新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

１) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

２) 新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時においても

当社、当社子会社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りで

ない。

３) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議並びに新株予約権割当契約により定め

る。

５　第三者に譲渡、質入その他一切の処分をできないものとする。

６　平成19年11月14日開催の取締役会決議により、平成19年12月１日付で１株を２株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

７　平成20年３月15日開催の取締役会決議により、平成20年４月３日付で１株を100株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

 (平成16年９月30日　定時株主総会決議)

 
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数　(注) １ 36個 36個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) ２ 7,200株 7,200株

新株予約権の行使時の払込金額　(注) ３ 1,250円 同左

新株予約権の行使期間

平成18年11月1日もしくは会

社が株式公開した日から数

えて６ヶ月のいずれか遅い

ほうから平成22年10月31日

まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　 　1,250円

資本組入額　　 　  　625円
同左

新株予約権の行使の条件 (注) ４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の個数

及び株式数を減じております。
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２　会社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、会社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または会社が

新設分割もしくは吸収合併を行う場合、会社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　時価を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使及び改正前の商法に基づき発行された新株引受

権の行使の場合を除く。)または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

また、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

４　新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

１) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

２) 新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時においても

当社、当社子会社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りで

ない。

３) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議並びに新株予約権割当契約により定め

る。

５　第三者に譲渡、質入その他一切の処分をできないものとする。

６　平成19年11月14日開催の取締役会決議により、平成19年12月１日付で１株を２株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

７　平成20年３月15日開催の取締役会決議により、平成20年４月３日付で１株を100株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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(平成17年９月29日　定時株主総会決議)

 
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数　(注) １ 210個 210個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) ２ 42,000株 42,000株

新株予約権の行使時の払込金額　(注) ３ 1,350円 同左

新株予約権の行使期間

平成19年11月１日もしくは

会社が株式公開した日から

数えて６ヶ月のいずれか遅

いほうから平成23年10月31

日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　 　1,350円

資本組入額　　 　 　 675円
同左

新株予約権の行使の条件 (注) ４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の個数

及び株式数を減じております。

２　会社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、会社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または会社が

新設分割もしくは吸収合併を行う場合、会社は必要と認める株式数の調整を行う。

３　時価を下回る払込金額で新株の発行(新株予約権の行使及び改正前の商法に基づき発行された新株引受

権の行使の場合を除く。)または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

また、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端

数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

４　新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

１) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

２) 新株予約権発行時において当社の取締役、監査役及び従業員であった者は、新株予約権行使時にお

いても当社、当社子会社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認められた場合

はこの限りではない。

３) その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議並びに新株予約権割当て契約により

定める。
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５　第三者に譲渡、質入その他一切の処分をできないものとする。
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６　平成19年11月14日開催の取締役会決議により、平成19年12月１日付で１株を２株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

７　平成20年３月15日開催の取締役会決議により、平成20年４月３日付で１株を100株に分割しております。

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年６月24日

(注) １
1,550 2,810 38,750153,250 387 91,637

平成17年12月20日

(注) ２
150 2,960 30,750184,00030,750122,387

平成19年12月１日

(注) ３
2,960 5,920 ―　 184,000 ―　 122,387

平成20年４月３日

(注) ４
586,080592,000 ―　 184,000 ―　 122,387

(注) １　新株引受権の行使

発行価格　　25,000円

資本組入額　25,000円

行使者　当社代表取締役社長橋本雅治、当社取締役松原元成、株式会社マリアビジネスディベロップメ

ントサービス

２　第三者割当増資

発行価格　　410,000円

資本組入額　205,000円

割当先　レオス・キャピタルワークス株式会社

３　株式分割

平成19年11月14日開催の取締役会決議により、平成19年12月１日付で１株を２株とする株式分割を

行っております。

４　株式分割

平成20年３月15日開催の取締役会決議により、平成20年４月３日付で１株を100株とする株式分割を

行っております。

５　平成20年７月25日を払込期日とする有償一般募集増資により発行済株式総数が52,500株、資本金が

66,412千円、資本準備金が66,412千円増加しております。

発行価格　　　　2,750円

発行価額　　　　2,530円

資本組入額　　　1,265円

払込金総額　　132,825千円
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(5) 【所有者別状況】

平成20年６月30日現
在

区分

株式の状況(１単元の株式数　100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― １ ― ７ ― １ 25 34 ―

所有株式数
(単元)

― 360 ― 1,160 ― 12 4,3885,920 ―

所有株式数
の割合(％)

― 6.1 ― 19.6 ― 0.2 74.1 100.0 ―

 

(6) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

橋本　雅治 東京都目黒区 313,200 52.9

企業家第一号投資事業有限責任
組合

東京都文京区湯島２-１-15 40,000 6.8

野村信託銀行株式会社(マイブ
イシー投資法人信託口)

東京都千代田区大手町２-２-２ 36,000 6.1

シークス株式会社 大阪府大阪市中央区備後町１-４-９ 30,000 5.1

レオス・キャピタルワークス株
式会社

東京都千代田区一番町17-６ 30,000 5.1

松原　元成 千葉県野田市 22,000 3.7

ＮＶＣＣ２号投資事業組合 東京都港区赤坂７-１-16 20,000 3.4

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋２-14-１ 20,000 3.4

ＳＭＢＣキャピタル１号投資事
業有限責任組合

東京都千代田区九段北１-８-10 14,000 2.4

ジャフコＶ２共有投資事業有限
責任組合

東京都千代田区丸ノ内１-８-２ 12,200 2.1

計 ― 537,400 90.8
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

592,000
5,920

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 592,000 ― ―

総株主の議決権 ― 5,920 ―

 

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の

規定に基づき新株引受権を付与する方法、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の

規定に基づき新株予約権を付与する方法によるものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

 

①　旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議によるもの

 
 

決議年月日 平成13年10月17日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　６名

(注) １

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) ２

新株予約権の目的となる株式の数 (注) ２

新株予約権の行使時の払込金額 (注) ２

新株予約権の行使期間 (注) ２

新株予約権の行使の条件 (注) ２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ２

代用払込みに関する事項 　　　　―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　　　　―

(注) １　付与対象者の人数は、退職等の理由により権利を喪失した者を減じております。

２　新株予約権の内容は「(２) 新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

 

②　第１回新株予約権

 

決議年月日 平成14年９月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　13名

(注) １

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) ２

新株予約権の目的となる株式の数 (注) ２

新株予約権の行使時の払込金額 (注) ２

新株予約権の行使期間 (注) ２

新株予約権の行使の条件 (注) ２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ２

代用払込みに関する事項 　　　　―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　　　　―

(注) １　付与対象者の人数は、退職等の理由により権利を喪失した者を減じております。

２　新株予約権の内容は「(２) 新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。
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③　第２回新株予約権

 

決議年月日 平成15年９月22日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　16名

(注) １

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) ２

新株予約権の目的となる株式の数 (注) ２

新株予約権の行使時の払込金額 (注) ２

新株予約権の行使期間 (注) ２

新株予約権の行使の条件 (注) ２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ２

代用払込みに関する事項 　　　　―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　　　　―

(注) １　付与対象者の人数は、退職等の理由により権利を喪失した者を減じております。

２　新株予約権の内容は「(２) 新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

 

④　第３回新株予約権

 

決議年月日 平成16年９月30日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　23名

(注) １

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) ２

新株予約権の目的となる株式の数 (注) ２

新株予約権の行使時の払込金額 (注) ２

新株予約権の行使期間 (注) ２

新株予約権の行使の条件 (注) ２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ２

代用払込みに関する事項 　　　　―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　　　　―

(注) １　付与対象者の人数は、退職等の理由により権利を喪失した者を減じております。

２　新株予約権の内容は「(２) 新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。
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⑤　第４回新株予約権

 

決議年月日 平成17年９月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　６名
当社従業員　28名

(注) １

新株予約権の目的となる株式の種類 (注) ２

新株予約権の目的となる株式の数 (注) ２

新株予約権の行使時の払込金額 (注) ２

新株予約権の行使期間 (注) ２

新株予約権の行使の条件 (注) ２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ２

代用払込みに関する事項 　　　　―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　　　　―

(注) １　付与対象者の人数は、退職等の理由により権利を喪失した者を減じております。

２　新株予約権の内容は「(２) 新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】

 
【株式の種類等】 該当事項はありません。

 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社イデアインターナショナル(E21259)

有価証券報告書

 41/102



３ 【配当政策】

当社は、株主還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当を

行うことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。剰余金の

配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当社は、設立以来配当を実施しておりません。将来の事業展開に備え安定した経営基盤を確立する

ため、内部留保に重点を置き経営体質・財務体質の強化を図ってまいりました。しかしながら、当社で

は、株主に対する利益還元を経営上の最重要課題の一つとして認識し、業績動向、財政状態及び内部留

保充実の必要性等を勘案しつつ、安定的な配当を通じて株主への利益還元を図ることを検討する所存

であります。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことが出来る旨を定款に定めており

ます。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

当社株式は、非上場でありますので、該当事項はありません。

なお、当社株式は平成20年７月28日付で、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘ

ラクレス」に上場いたしました。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

当社株式は、非上場でありますので、該当事項はありません。

なお、当社株式は平成20年７月28日付で、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘ

ラクレス」に上場いたしました。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役

社長

(代表取締

役)

― 橋本　雅治 昭和36年７月15日

昭和59年４月

 

 

昭和63年２月

平成元年11月

平成４年７月

平成６年７月

平成７年６月

平成７年11月

平成８年５月

キヤノン販売株式会社(現キヤノ

ンマーケティングジャパン株式

会社)入社

有限会社三河苑入社

同社代表取締役就任

株式会社マルマン入社

同社時計事業部長

同社取締役就任

当社設立

当社代表取締役就任(現任)

(注)１ 313,200

常務取締役
経営管理

部長
松原　元成 昭和37年８月17日

昭和62年４月

 

平成３年１月

平成６年９月

平成７年６月

平成８年４月

平成８年９月

平成10年12月

平成12年９月

平成12年９月

平成19年２月

アメリカンファミリー生命保険

会社入社

株式会社マルマン入社

同社ＡＡＳ企画本部長

同社取締役就任

株式会社エムアンドシー入社

株式会社シタシオンジャパン入

社

同社取締役就任

当社入社

当社取締役就任

当社常務取締役就任(現任)

(注)１ 22,000

取締役
商品管理

部長
加藤　正巳 昭和28年１月16日

昭和46年４月

平成７年３月

平成９年11月

平成12年９月

株式会社マルマン入社

同社東京支店営業部部長

当社入社

当社取締役就任(現任)

(注)１ 1,200

取締役
商品企画

部長
宍倉　剛直 昭和38年10月３日

昭和61年４月

 

平成３年５月

平成８年２月

平成８年９月

平成11年１月

 

 

平成12年１月

平成13年１月

平成14年１月

平成14年12月

平成15年８月

平成15年９月

旭光学工業株式会社(現ペンタッ

クス株式会社)入社

ダブルデイアンド21入社

株式会社エムアンドシー入社

デザイン業務を中心として独立

エーアンドピーコーディネー

タージャパン株式会社(現デザイ

ンエクスチェンジ株式会社)入社

　

同社執行役員就任

同社マーケティンググループ局

長

同社経営戦略室室長

当社入社

当社企画部長

当社取締役就任(現任)

(注)１ 800

取締役 営業部長 中園　輝幸 昭和39年４月５日

昭和63年４月

平成２年９月

平成12年８月

平成17年１月

平成18年７月

平成18年９月

株式会社リオ横山入社

株式会社マルマン入社

当社入社

当社営業本部長

当社営業部長

当社取締役就任(現任)

(注)１ 400

取締役 ― 藤野　英人 昭和41年８月29日

平成２年４月

 

 

平成８年10月

 

 

 

平成12年２月

 

 

 

 

平成12年４月

平成15年８月

 

平成17年９月

野村投資顧問株式会社(現野村ア

セットマネジメント株式会社)入

社

ジャーディンフレミング投信・

投資顧問株式会社(現ＪＰモルガ

ン・アセット・マネジメント株

式会社)入社

ゴールドマン・サックス・ア

セット・マネジメント・ジャパ

ン・リミテッド(現ゴールドマン

・サックス・アセット・マネジ

メント株式会社)入社

明治大学兼任講師(現任)

レオス・キャピタルワークス株

式会社代表取締役就任(現任)

当社取締役就任(現任)

(注)１ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 ― 古田　利雄 昭和37年２月４日

平成元年４月

平成３年４月

平成３年４月

平成５年４月

 

 

平成18年９月

 

平成20年２月

最高裁判所司法研修所入所

弁護士登録(東京弁護士会入会)

篠崎芳明法律事務所入所

古田利雄法律事務所(現弁護士法

人クレア法律事務所)開設・代表

弁護士(現任)

ナノキャリア株式会社監査役就

任(現任)

当社取締役就任(現任)

(注)２ ―

監査役

(常勤)
― 丸山　定雄 昭和16年７月29日

昭和35年４月

昭和46年８月

 

 

昭和57年１月

昭和58年７月

平成２年７月

平成４年７月

平成13年７月

平成15年９月

クスダ事務機株式会社入社

キヤノン事務機販売株式会社(現

キヤノンマーケティングジャパ

ン株式会社)入社

同社中央第一営業部副部長

同社城東営業部部長

同社大阪北営業部部長

同社東京販売部業務部長

同社嘱託

当社監査役就任(現任)

(注)３ ―

監査役

(常勤)
― 進藤　浩 昭和21年６月９日

昭和46年４月

平成６年７月

平成13年１月

平成14年６月

 

平成14年６月

平成20年２月

味の素株式会社入社

同社東京支店総務部部長

同社本社監査部部長

味の素システムテクノ株式会社

監査役就任

サップス株式会社監査役就任

当社監査役就任(現任)

(注)４ ―

監査役 ― 岩城　健 昭和27年７月30日

昭和52年12月

 

昭和63年12月

平成13年９月

 

平成17年６月

公認会計士辻会計事務所(現辻・

本郷税理士法人)入所

税理士登録

岩城税理士事務所開設・所長(現

任)

当社監査役就任(現任)

(注)３ ―

計 337,600

(注) １　取締役の任期は、平成19年12月20日開催の臨時株主総会終結の時から平成21年６月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

２　取締役の任期は、平成20年２月16日開催の臨時株主総会終結の時から平成21年６月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

３　監査役の任期は、平成19年12月20日開催の臨時株主総会終結の時から平成23年６月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

４　監査役の任期は、平成20年２月16日開催の臨時株主総会終結の時から平成23年６月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５　取締役藤野英人及び古田利雄は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

６　監査役丸山定雄、進藤浩及び岩城健は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主及び利害関係者の方々に対

し、経営の効率性と透明性を高めていくことであります。

経営効率性の観点では、迅速かつ正確な経営情報の把握と、公正かつ機動的な意思決定を実行す

ることによって企業価値の最大化に取り組み、経営透明性の観点についてはタイムリーディスク

ロージャーにより重要情報開示を実行し、積極的なＩＲ情報の開示とニュースリリースの展開を

図ってまいります。
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(1)  会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

① 会社の機関の基本の説明

当社は、監査役設置会社としてコーポレート・ガバナンス体制を以下のように構築しており

ます。

取締役会は、取締役７名(うち２名は社外取締役)にて構成され、定時取締役会を毎月１回開

催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会においては、会社法等の法令、

または当社定款にて取締役会で決議することが定められている議案、及び会社経営上重要な議

案につき意思決定を行っております。

業務執行体制は、取締役会より業務執行を委任された代表取締役、代表取締役の諮問機関で

ある経営会議、経営会議の構成員である常勤取締役及び各部門長を中心にして構築されており

ます。特に経営会議は、毎月１回開催され、各業務の最終責任者の会議機関として各業務及び全

社業務の執行に関して必要な審議を行うと共に、取締役会の決議事項に関する基本方針並びに

経営管理の執行方針の事前審議を行っております。

また監査役３名は、すべて社外監査役(うち２名は常勤者)であります。定期的に内部監査責

任者、監査法人との連携をとることにより、コーポレート・ガバナンスの強化を図っておりま

す。

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要図は、以下のとおりであります。

 

 

② 内部統制システムの整備の状況

当社は、平成20年３月15日開催の取締役会において、会社法及び会社法施行規則に基づき、当

社の業務の適正を確保するための体制整備を目的として、以下の「内部統制システムの整備に

関する基本方針」を決議しております。
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ⅰ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、コンプライアンスに係る社内規程を定める。これに基づいて、統括責任者とし

て担当役員を置き横断的に統括するとともに、企業倫理及び遵法精神に基づく企業行動

の徹底を図る。

取締役会を定期的に開催する等、取締役が相互に職務執行の法令・定款適合性を監視

するための十分な体制を構築・運営する。

また、相談・通報体制を設け、役員及び従業員等が社内においてコンプライアンス違反

行為を防止する体制を構築するものとする。なお、会社は、通報内容を秘守し、通報者に対

し、不利益な扱いを行わない。

 

ⅱ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務の執行に係る情報について、法令・文書取扱規程に基づき、文書

または電磁的媒体に記録し、統括責任者として担当役員を置き、その所轄下に事務局機能

を有する部署を設けて全社的な管理を行う。

これら文書を取締役及び監査役はいつでも閲覧できるものとする。

 

ⅲ．損失危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、社内規程に基づき、事業活動全般にわたり発生する様々なリスクに対し、統括

責任者として担当役員を置き、その所轄下に事務局機能を有する部署を設けて全社的な

管理を行う。

経営戦略上のリスクに関しては経営会議で、業務上のリスクについては関連部署と経

営管理部で、それぞれリスク分析及びその対応策を検討し、取締役会において審議する。

また、必要に応じて顧問弁護士等の外部専門家に照会し対処する。

 

ⅳ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役の意思決定を効率的に執行するために有効な社内規程として職務権限

規程、稟議規程等を更新し、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を確保する。ま

た、取締役会を定期的に開催することで各役員の職務の執行に対する評価・分析を行う。

さらに取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、経営会議にて業務執

行に関する事項及び重要事項に係るテーマについて審議を行う。

また、ＩＴ対応に係る内部統制を整備し、有効な社内コミュニケーション機能を構築す

る。

 

ⅴ．企業集団の業務の適正を確保するための体制

連結子会社等、グループの対象となる組織はないため、該当事項はありません。
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ⅵ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役が職務を補助すべき使用人を求めた場合、経営管理部、経営企画室(内部監査担

当)に所属する使用人を随時監査役の職務に当たらせる。当該使用人の人事については、

取締役が監査役の同意を求める。また、その独立性を確保するため、当該使用人に対する

指揮命令は監査役にのみ属する。

 

ⅶ．監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制

取締役または使用人は、法令・定款及び社内規程に違反する恐れのあることを発見し

たときは、直ちに監査役に報告する。

また、監査役は社内規程に基づき、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の

執行状況を把握するため、経営会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書そ

の他業務執行に関する文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求

めることとする。

なお、監査役は、内部監査担当や監査法人と情報の交換を行うなど連携を図っていく。

 

ⅷ．その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保する体制

監査役は、あらゆる会議への出席権限を有するものとし、代表取締役社長及び各取締役

と定期的に意見交換会を開催し取締役及び使用人に対する調査・是正を行うとともに、

コンプライアンス、情報保存・管理、リスク管理に関与する部署ならびに経営企画室(内

部監査担当)との連携を図るものとする。また、監査役は共有サーバーへのアクセスなど

により各種会議の議事録等の情報を閲覧できるものとする。

 

③ リスク管理体制の整備状況

当社は、自社を取り巻く事業等のリスクが多岐にわたっている経営環境に鑑み、リスク管理

体制の一層の強化が経営上重要であると認識しております。

この認識に基づき、当社では、経営全般並びに法務面の強化を目的とした社外取締役２名を

含む取締役７名の体制をとっております。また、監査役は社外監査役３名の体制(常勤者２名を

含む。)としております。さらに、当社の経営・業務・倫理の指針を定めた企業行動規範を制定

している他、規程面でも役員従業員倫理規程をはじめとする一連の規程を制定しリスク管理体

制の強化を図っております。

その他、役職員のコンプライアンス意識の醸成に向け必要に応じて顧問弁護士等による役員

レクチャーや、月初会議や朝礼等の機会に社員への啓蒙を行っております。

その上で適時開示体制、クレーム対応等、リスクを初期段階で発見し、把握する仕組みを構築

し、必要に応じて弁護士・税理士・監査法人等の専門家に照会を行ったうえで、早期に対策を

打てる管理体制を構築しております。

 

EDINET提出書類

株式会社イデアインターナショナル(E21259)

有価証券報告書

 48/102



当社の主力商品は最終消費財ですので、消費者保護の観点から事業に関わらず各種法令を意

識しております。製造物責任法に伴うＰＬ保険への加入、各種規約・プライバシーポリシー等

のホームページでの告知をはじめ、個人情報保護法、特定商取引法及び電子消費者契約法等の

遵守に努めております。

また、「Agronatura」につきましては、化粧品を輸入販売する事業者として、薬事法を遵守す

る体制を構築しております。 

 

④ 役員報酬の内容

　役員報酬の内容(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

区分 支給人員 支給額 備考

取締役 ７名 65,101千円 うち社外取締役3,790千円

監査役 ３名 5,700千円 うち社外監査役5,700千円

合計 10名 70,801千円  

(注) 取締役支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

⑤ 監査報酬の内容

　 監査報酬の内容(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日) 

内容 金額

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 16,000千円

上記以外の業務に基づく報酬　 500千円

合計 16,500千円

 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との責任限定契約

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定により、任務を怠ったこと

による損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円以上であらかじめ定めた金額または

法令が規定する額のいずれか高い額としております。

なお、本書提出日現在、社外取締役及び社外監査役との間で当該契約は締結しておりません。
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(2)  内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査は、経営企画室が担当しており、現在、室長１名、室員２名の計３名体制をとって

おります。内部監査は、各部門を対象とした内部監査計画書を策定し、各部門の業務活動が法令、会

社の諸規程等に則り遂行されているか検証し、経営方針との整合性、経営効率の妥当性の面から必

要な助言を行っております。その監査結果を代表取締役社長に報告し、問題がある場合には、社長よ

り改善命令を出し、それを受け被監査部門から提出された改善状況報告書に基づき改善状況を確認

しております。また、監査役及び監査法人とも意見交換等を行い業務改善に努めております。

監査役は社外監査役３名体制(常勤者２名を含む。)としております。監査役監査は、監査の方針、

監査計画等を策定し、監査役監査規程に基づく公正な監査を実施しております。監査役は、全ての取

締役会へ出席し、会計監査及び業務監査を中心として、経営全般に関する監査を行う体制を構築し

ております。また、内部監査責任者及び監査法人とも意見交換等を行い経営に対する監視の強化と

取締役への適宜助言を行っております。

 

(3)  社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役の藤野英人は、レオス・キャピタルワークス株式会社の代表取締役であり、同社は当

社の大株主であり当社普通株式30,000株を保有しております。

社外監査役丸山定雄及び岩城健にストック・オプションをそれぞれ10個(同 2,000株)及び２個

(同 400株)を付与しております。

上記以外には、社外取締役及び社外監査役と当社とは一切の人的関係、資本的関係及び重要な取

引関係はありません。

 

(4)  会計監査の状況

当社は、旧証券取引法及び金融商品取引法に基づいて新日本有限責任監査法人による監査を受け

ております。当社と同法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はありません。

 

会計監査を執行した会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

矢　治　博　之 新日本有限責任監査法人 (注)２

柳　井　浩　一 新日本有限責任監査法人 (注)２

（注）１．当社が監査契約を締結しておりました新日本監査法人は、監査法人の種類変更により、平成

20年７月１日をもって、新日本有限責任監査法人に変更しております。

２．継続監査年数が７年を超えないため記載を省略しております。
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監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 その他

５名 15名

 

 

(5)  その他

① 取締役の定数

当社の取締役は、11名以内とする旨を定款に定めております。

 

② 取締役の選任決議要件

当社は、株主総会での取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票

によらない旨を定款に定めております。

 

③ 剰余金の配当の決定機関

当社は、資本政策の機動性を確保するため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当(中

間配当)を取締役会決議により可能とする旨を定款に定めております。

 

④ 自己株式取得の決定機関

当社は、資本政策の機動性を確保するため会社法第165条第２項の規定により、自己株式を取

締役会の決議で市場取引等により取得することができる旨を定款に定めております。

 

⑤ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における定足数を緩和することに

より、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

 

⑥ 取締役の責任免除

当社は、取締役がその職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるよう会社法

第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、取締役(取締役であった者を含む。)の

損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款

に定めております。

 

⑦ 監査役の責任免除

当社は、監査役がその職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるよう会社法

第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、監査役(監査役であった者を含む。)の

損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款

に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成18年７月１日から平成19年６

月30日まで)の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に基づき、当事業年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)の財務諸表につい

ては、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

前事業年度に係る監査報告書は、平成20年６月20日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日付をもって新日本有限責

任監査法人となりました。

 

３　連結財務諸表について

当社は、子会社を有していないため連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

 

  
前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   223,558  199,272 

２　受取手形 ※２  5,053   30,150 

３　売掛金   374,364  443,558 

４　商品   1,010,076  842,452 

５　未着品   4,777   12,635 

６　製品   94,822  109,716 

７　原材料   3,258   2,132  

８　前渡金   62,703  127,308 

９　前払費用   39,847  43,802 

10　未収入金   82,048  73,070 

11　繰延税金資産   ―   22,536 

12　デリバティブ資産   135,288  109,896 

13　その他   12,920  18,592 

貸倒引当金   △739   △4,761  

流動資産合計   2,047,97988.1  2,030,36382.3

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物  90,269   152,328   

減価償却累計額  △16,577 73,691 △39,778112,549 

(2) 工具器具及び備品  82,074   131,395   

減価償却累計額  △41,655 40,419 △62,276 69,119 

(3) 建設仮勘定   14,955  24,746 

有形固定資産合計   129,0665.5  206,4148.3

２　無形固定資産        

(1) 商標権   3,671   8,055  

(2) 意匠権   ―   2,617  

(3) ソフトウェア   591   8,488  

(4) 電話加入権   188   188  

無形固定資産合計   4,4500.2  19,3480.8
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前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

３　投資その他の資産        

(1) 出資金   10   10  

(2) 破産更生債権等   2,027   12,519  

(3) 繰延税金資産   12,511   18,823  

(4) 敷金保証金   88,285   144,021 

(5) 保険積立金   42,726   49,068  

貸倒引当金   △2,027   △12,519  

投資その他の資産合計   143,5326.2  211,9248.6

固定資産合計   277,04911.9  437,68717.7

資産合計   2,325,029100.0  2,468,051100.0

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形 ※２  30,600   13,563  

２　買掛金   84,163   180,583 

３　短期借入金   1,045,000  800,000 

４　一年以内に返済予定の
長期借入金

  90,414   109,800 

５　未払金   125,031  173,303 

６　未払費用   77,131   93,963  

７　未払法人税等   55,377   92,364  

８　繰延税金負債   25,116   －  

９　前受金   4,949   13,136  

10　預り金   8,027   5,665  

11　返品調整引当金   6,600   9,300  

12　販売促進引当金   1,493   15,574  

13　リコール損失引当金   ―   2,700  

14　デリバティブ負債   5,498   50,200  

流動負債合計   1,559,40467.1  1,560,15663.2

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   50,100   92,700  

２　役員退職慰労引当金   20,461   29,350  

３　その他   3,688   3,104  

固定負債合計   74,2503.2  125,1555.1

負債合計   1,633,65470.3  1,685,31168.3
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前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   184,0007.9  184,0007.4

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  122,387   122,387   

資本剰余金合計   122,3875.3  122,3875.0

３　利益剰余金        

(1) その他利益剰余金        

特別償却準備金  559   ―   

繰越利益剰余金  307,449   438,209   

利益剰余金合計   308,00913.2  438,20917.8

株主資本合計   614,39626.4  744,59730.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　繰延ヘッジ損益  76,978   35,405   

評価・換算差額等合計   76,9783.3  35,4051.4

Ⅲ　新株予約権   ― ―  2,7370.1

純資産合計   691,37529.7  782,74031.7

負債純資産合計   2,325,029100.0  2,468,051100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高        

１　商品売上高  2,796,058   3,852,257   

２　製品売上高  466,900   723,704   

３　手数料収入  2,1043,265,063100.0 25,8134,601,775100.0

Ⅱ　売上原価        

１　期首商品たな卸高  798,270   1,014,853   

２　当期商品仕入高  1,699,480   1,826,865   

合計  2,497,751   2,841,718   

３　他勘定振替 ※１ 2,252   14,873   

４　期末商品たな卸高  1,014,853   855,088   

　　商品売上原価  1,480,645   1,971,756   

５　期首製品たな卸高  50,507   94,822   

６　当期製品製造原価  282,750   352,722   

合計  333,258   447,545   

７　期末製品たな卸高  94,822   109,716   

　　製品売上原価  238,4351,719,08152.7 337,8282,309,58550.2

売上総利益   1,545,98247.3  2,292,18949.8

返品調整引当金戻入額   4,8000.2  6,6000.2

返品調整引当金繰入額   6,6000.2  9,3000.2

差引売上総利益   1,544,18247.3  2,289,48949.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  1,397,13342.8  1,971,18942.9

営業利益   147,0484.5  318,3006.9

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  273   734   

２　為替差益  26,204   ―   

３　補償金収入  809   ―   

４　カード退蔵益  ―   563   

５　その他  2,333 29,6210.9 2,061 3,3590.1

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  17,081   20,116   

２　為替差損  ―   22,695   

３　売上割引  1,158   1,027   

４　その他  4,642 22,8820.7 9,335 53,1741.2

経常利益   153,7884.7  268,4845.8
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前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※３ 3 3 0.0 ― ― ―

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※４ 1,585   4,743   

２　減損損失 ※５ 60,474   6,792   

３　リコール損失  ―   15,726   

４　リコール損失引当金繰
入額

 ― 62,0601.9 2,700 29,9620.6

税引前当期純利益   91,7312.8  238,5215.2

法人税、住民税
及び事業税

 78,907   133,765   

法人税等調整額  △18,534 60,3731.8 △25,444108,3212.4

当期純利益   31,3571.0  130,2002.8
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製造原価明細書

 

  
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  1,946 0.7 978 0.3

Ⅱ　経費 ※１ 280,80499.3 351,74399.7

当期製品製造原価  282,750100.0 352,722100.0

      

 

(注) ※１　主な内訳は次のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

外注加工費(千円) 266,695 326,356

減価償却費(千円) 14,109 25,387

計(千円) 280,804 351,743

 

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、実際原価計算による単純総合原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日)

 

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主
資本
合計

繰延ヘッジ
損益

資本準備金
その他利益剰余金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 184,000122,387 1,119 275,531583,03867,757650,796

事業年度中の変動額        

　当期純利益    31,357 31,357  31,357

　特別償却準備金取崩額   △559 559 ―  ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

     9,220 9,220

事業年度中の変動額合計(千円)   △559 31,917 31,357 9,220 40,578

平成19年６月30日残高(千円) 184,000122,387 559 307,449614,39676,978691,375

 

当事業年度(自 平成19年７月１日　至 平成20年６月30日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主
資本
合計資本準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成19年６月30日残高(千円) 184,000122,387 559 307,449614,396

事業年度中の変動額      

　当期純利益    130,200130,200

　特別償却準備金取崩額   △559 559 ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

     

事業年度中の変動額合計(千円)   △559 130,760130,200

平成20年６月30日残高(千円) 184,000122,387 ― 438,209744,597

　　

 

評価・換算
差額等

新株予約権 純資産合計
繰延ヘッジ
損益

平成19年６月30日残高(千円) 76,978 ― 691,375

事業年度中の変動額    

　当期純利益   130,200

　特別償却準備金取崩額    

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△41,572 2,737△38,835

事業年度中の変動額合計(千円) △41,572 2,737 91,365

平成20年６月30日残高(千円) 35,405 2,737 782,740
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税引前当期純利益  91,731 238,521

２　減価償却費  32,298 65,704

３　減損損失  60,474 6,792

４　固定資産除却損  1,585 4,743

５　貸倒引当金の増加額  886 14,513

６　返品調整引当金の増加額  1,800 2,700

７　販売促進引当金の増加額  1,493 14,081

８  リコール損失引当金の増加額  ― 2,700

９　役員退職慰労引当金の増加額  6,272 8,889

10　受取利息及び受取配当金  △273 △734

11　支払利息  17,081 20,116

12　為替差損  2,855 5,613

13　株式交付費  ― 490

14　売上債権の増減額(△は増加)  118,081 △104,782

15　たな卸資産の増減額(△は増加)  △262,541 145,997

16　仕入債務の増加額  9,015 79,383

17　その他  △53,352 △9,120

小計  27,408 495,610

18　利息及び配当金の受取額  273 734

19　利息の支払額  △17,285 △20,380

20　法人税等の支払額  △48,165 △104,053

営業活動によるキャッシュ・フロー  △37,768 371,910

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　有形固定資産の取得による支出  △122,757 △131,901

２　無形固定資産の取得による支出  △1,838 △16,266

３　敷金保証金の差入による支出  △36,657 △55,944

４　その他  △3,875 △3,457

投資活動によるキャッシュ・フロー  △165,128 △207,569
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前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入金の増減額  402,000 △245,000

２　長期借入れによる収入  － 200,000

３　長期借入金の返済による支出  △113,911 △138,014

財務活動によるキャッシュ・フロー  288,089 △183,014

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △2,855 △5,613

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  82,336 △24,286

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  141,222 223,558

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 223,558 199,272

    

 

 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況

 
前事業年度(自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成19年７月１日　至 平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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重要な会計方針

 

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1) デリバティブ

時価法

(1) デリバティブ

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品・未着品・製品・原材料

総平均法による原価法

(1) 商品・未着品・製品・原材料

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

　なお、主要な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　　　　３年～10年

工具器具及び備品　　２年～８年

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

　なお、主要な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　　　　３年～10年

工具器具及び備品　　２年～８年

  (会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令　平成19年

３月30日　政令第83号))に伴い、当事

業年度から、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変更して

おります。

　なお、当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(追加情報)

当事業年度から、平成19年3月31日

以前に取得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法に

よっております。

　なお、当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

 (2) 無形固定資産

定額法によっております。

　なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

同左

４　繰延資産の処理方法  

――――――――

 

(1) 株式交付費

　　支出時に全額費用処理しておりま

す。

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 返品調整引当金

　将来の返品による損失に備えるた

め、過年度の返品実績等に基づき、

返品損失の見込額を計上しており

ます。

(2) 返品調整引当金

同左

 (3) 販売促進引当金

　ギフトカードの利用等に伴い付与

したプレミアム及びポイント使用

による販売促進費の発生に備える

ため、付与額に基づき発生見込額を

計上しております。

(3) 販売促進引当金

同左

 

 

 

 

  

――――――――

 

(4) リコール損失引当金

    リコール商品の回収・返金に伴

う損失に備えるため、当該見込額を

計上しております。

 (5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、当社内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　また、金利スワップについては特例

処理の要件を充たしている場合には

特例処理を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)

通貨オプション

通貨スワップ

為替予約

クーポンスワップ

金利スワップ

(ヘッジ対象）

　商品輸入に伴う外貨建仕入債務、外

貨建予定取引及び借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

８　ヘッジ会計の方法 ③ ヘッジ方針

　金利の変動リスク並びに為替の変

動リスクを低減する取引に限るこ

ととし、売買益を目的とした投機的

な取引は行わないこととしており

ます。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の外貨建仕入債務等の

為替リスクが減殺されているかど

うかを検証することによりヘッジ

の有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を

省略しております。

③ ヘッジ方針

同左

 

 

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

９　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限が到来する短期投資からなっ

ております。

同左

10　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な

事項

消費税及び地方消費税の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税及び地方消費税の会計処理

同左
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注記事項

(貸借対照表関係)

 
前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

　１　手形割引高

　　　受取手形割引高　　　　　　　　　 97,071千円

　１　手形割引高

　　　受取手形割引高　　　　　　　　　 79,757千円

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

なお、期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

支払手形　　　　　　　　　　　　　8,510千円

割引手形　　　　　　　　　　　　　8,216千円

 

 

                 ――――――――-

 

 

(損益計算書関係)

 
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　他勘定振替の内容は次のとおりであります。

販売費　　　　　　　　　　　　　　2,252千円

※１　他勘定振替の内容は次のとおりであります。

販売費　　　　　　　　　　　　　 14,873千円

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は36.3％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

63.7％であります。

　主要な費用及び科目は次のとおりであります。

倉庫料　　　　　　　　　　　　　124,047千円

荷造運賃　　　　　　　　　　　　 95,045千円

業務委託費　　　　　　　　　　　145,233千円

給与手当　　　　　　　　　　　　343,391千円

賞与　　　　　　　　　　　　　　 70,739千円

地代家賃　　　　　　　　　　　　128,694千円

役員退職慰労引当金繰入額　　　　　6,272千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　1,787千円

販売促進引当金繰入額　　　　　　　1,493千円

減価償却費　　　　　　　　　　　 18,189千円

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は30.8％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

69.2％であります。

　主要な費用及び科目は次のとおりであります。

倉庫料　　　　　　　　　　　　　153,566千円

荷造運賃　　　　　　　　　　　　113,333千円

業務委託費　　　　　　　　　　　153,653千円

給与手当　　　　　　　　　　　　516,335千円

賞与　　　　　　　　　　　　　　 99,102千円

地代家賃　　　　　　　　　　　　233,585千円

役員退職慰労引当金繰入額　　　　　8,889千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　 14,742千円

販売促進引当金繰入額　　　　　　 15,574千円

減価償却費　　　　　　　　　　　 40,196千円

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物 0千円

工具器具及び備品 2千円

合計 3千円

 

                  ――――――――

 
 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具及び備品　　　　　　　　　1,585千円

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 653千円

工具器具及び備品 4,089千円

合計 4,743千円
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前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※５　減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

用途 種類 場所

店舗 建物

工具器具及び

備品

リース資産

東京都渋谷区

店舗 建物

工具器具及び

備品

リース資産

熊本県熊本市

※５　減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

用途 種類 場所

店舗 建物

工具器具及び

備品

リース資産

東京都渋谷区

店舗 工具器具及び

備品

熊本県熊本市

店舗 建物

工具器具及び

備品

リース資産

福岡県福岡市

(1) 資産のグルーピング

　当社は、管理会計上の区分に基づいた事業の別

により資産のグルーピングを行っております。

(1) 資産のグルーピング

同左

 

(2) 減損損失の認識に至った経緯

小売事業のうち上記の店舗については、営業

活動から生じる損益が継続してマイナスとなる

見込みのため、小売事業に係る資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(60,474千円)として特別損失に計

上いたしました。

(2) 減損損失の認識に至った経緯

小売事業のうち上記の店舗については、営業

活動から生じる損益が継続してマイナスとなる

見込みのため、小売事業に係る資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失(6,792千円)として特別損失に計

上いたしました。

(3) 減損損失の内訳

建物　　　　　　　　　　　　　　 39,676千円

工具器具及び備品　　　　　　　　 16,261千円

リース資産　　　　　　　　　　　　4,537千円

(3) 減損損失の内訳

建物　　　　　　　　　　　　　　　1,403千円

工具器具及び備品　　　　　　　　  4,021千円

リース資産　　　　　　　　　　　　1,367千円

(4) 回収可能価額の算定方法

　当資産グループの回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシュ・フローを

３％で割り引いて算定しております。

(4) 回収可能価額の算定方法

　　　　　　　　　　　 同左
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日)
 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,960 ― ― 2,960

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成19年７月１日　至 平成20年６月30日)
 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,960 589,040 ― 592,000

　(変動事由の概要)

　　　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　　　株式分割による増加　　　　589,040株　

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる　
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当事業年度末

　残高(千円)前事業年度
末

増加 減少
当事業年度
末

平成13年ストック・オプショ
ンとしての新株引受権

― ― ― ― ― 1,125

平成14年ストック・オプショ
ンとしての新株予約権

― ― ― ― ― 1,612

合計 ― ― ― ― 2,737

　(注)　平成13年ストック・オプションとしての新株引受権及び平成14年ストック・オプションとしての新株予約

権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 223,558千円

現金及び現金同等物 223,558千円
　

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 199,272千円

現金及び現金同等物 199,272千円
　

 

 

(リース取引関係)

 
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
及び備品

8,420 5,856 2,564

車両
運搬具

2,719 1,359 1,359

ソフト
ウェア

20,092 11,894 8,198

合計 31,232 19,110 12,122

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
及び備品

2,475 1,925 550

車両
運搬具

2,719 2,266 453

ソフト
ウェア

23,834 11,596 12,238

合計 29,029 15,787 13,241

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6,796千円

１年超 6,145千円

合計 12,942千円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,927千円

１年超 8,637千円

合計 13,565千円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 8,402千円

減価償却費相当額 7,550千円

支払利息相当額 816千円 
  

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 6,974千円

減価償却費相当額 6,303千円

支払利息相当額 437千円 
  

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

　⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

同左

 

　(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありますが、重要

性が乏しいため注記の対象から除いております。

　(減損損失について)

　　　　　　　　　　 　同左
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(有価証券関係)
 

前事業年度(平成19年６月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(平成20年６月30日)

該当事項はありません。

 

 

(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

 
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

　　当社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金

銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利

益の確保を図る目的で、また金利関連では借入金利

の将来の金利市場における利率上昇による変動リス

クを回避する目的で、それぞれ通貨関連では通貨オ

プション取引、通貨スワップ取引、為替予約取引及び

クーポンスワップ取引、金利関連では金利スワップ

取引を行っております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

　① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、金利ス

ワップ取引については特例処理の要件を充たして

いる場合には特例処理によっております。

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)

通貨オプション

通貨スワップ

為替予約

クーポンスワップ

金利スワップ

(ヘッジ対象)

商品輸入に伴う外貨建仕入債務、外貨建予定取

引及び借入金

③ ヘッジ方針

金利の変動リスク並びに為替の変動リスクを低

減する取引に限ることとし、売買益を目的とした投

機的な取引は行わないこととしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の外貨建仕入債務等の為替リスクが減

殺されているかどうかを検証することによりヘッ

ジの有効性を評価しております。ただし、特例処理

によっている金利スワップについては、有効性の評

価を省略しております。

(1) 取引の内容及び利用目的等

同左
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前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

(2) 取引に対する取組方針

　　当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取

引は行わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

　　通貨オプション取引、通貨スワップ取引、為替予約取

引及びクーポンスワップ取引は為替相場の変動によ

るリスクを、金利スワップ取引は市場金利の変動に

よるリスクを有しております。

　　なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国

内の銀行であり、取引先の契約不履行による、いわゆ

る信用リスクはほとんどないと判断しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額を定めた社内規定に従い、資金担

当部門が決済担当者の承認を得て行っております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

 

２　取引の時価等に関する事項

 

前事業年度末(平成19年６月30日)

該当事項はありません。

なお、通貨オプション取引、通貨スワップ取引、為替予約取引、クーポンスワップ取引及び金利

スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。

 

当事業年度末(平成20年６月30日)

該当事項はありません。

なお、通貨オプション取引、通貨スワップ取引、為替予約取引、クーポンスワップ取引及び金利

スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。

　

 

(退職給付関係)

 
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は確定拠出年金及び前払退職金制度を採用して

おります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付費用に関する事項

確定拠出年金への掛金拠出額 4,242千円

前払退職金の支払額 1,452千円

２　退職給付費用に関する事項

確定拠出年金への掛金拠出額 　　　4,993千円

前払退職金の支払額 　　　2,128千円
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(ストック・オプション等関係)

 
前事業年度(自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日)
 

１. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
会社名 提出会社

決議年月日 平成13年10月17日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　７名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　32

付与日 平成13年11月１日

権利確定条件 １) 新株引受権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株引受権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

２) 新株引受権の譲渡、相続、またはこれに担保権を設定することは認
めない。

３) 新株引受権に関するその他の細目については、当社と権利者との
間で締結する新株引受権付与契約に定めるところによる。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成15年10月30日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成20年10月30日まで

 
 
会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　14名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　49

付与日 平成14年11月１日

権利確定条件 １)  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ
れを行使することを要する。

２)  新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

３)  その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議及び
新株予約権割当契約に定める。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成16年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成20年10月31日まで
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会社名 提出会社

決議年月日 平成15年９月22日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　18名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　37

付与日 平成15年11月１日

権利確定条件 １)  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ
れを行使することを要する。

２)  新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

３)  その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議並び
に新株予約権割当契約により定める。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成17年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成21年10月31日まで

 

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年９月30日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　24名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　37

付与日 平成16年12月１日

権利確定条件 １)  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ
れを行使することを要する。

２)  新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

３)  その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議並び
に新株予約権割当契約により定める。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成18年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成22年10月31日まで

 

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年９月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　６名
当社従業員　29名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　216

付与日 平成17年11月１日

権利確定条件 １)  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ

れを行使することを要する。

２)  新株予約権発行時において当社の取締役、監査役及び従業員で

あった者は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または

当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な

理由があると認めた場合はこの限りではない。

３)  その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議並び
に新株予約権割当て契約により定める。

対象勤務期間 　定めておりません。
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権利行使期間 平成19年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成23年10月31日まで
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月17日平成14年９月27日平成15年９月22日

権利確定前    

　期首 (株) 32 49 37

　付与 (株) ― ― ―

　失効 (株) ― ― ―

　権利確定 (株) ― ― ―

　未確定残 (株) 32 49 37

権利確定後    

　期首 (株) ― ― ―

　権利確定 (株) ― ― ―

　権利行使 (株) ― ― ―

　失効 (株) ― ― ―

　未行使残 (株) ― ― ―

会社名 提出会社 提出会社  
決議年月日 平成16年９月30日平成17年９月29日 
権利確定前    
　期首 (株) 37 216 
　付与 (株) ― ―  
　失効 (株) ― ―  
　権利確定 (株) ― ―  
　未確定残 (株) 37 216 
権利確定後    
　期首 (株) ― ―  
　権利確定 (株) ― ―  
　権利行使 (株) ― ―  
　失効 (株) ― ―  
　未行使残 (株) 　― ―  

 

② 単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月17日平成14年９月27日平成15年９月22日

権利行使価格 (円) 250,000 250,000 250,000

行使時平均株価 (円) ― ― ―

付与日における公正な評価単価

(円)

― ― ―

会社名 提出会社 提出会社  
決議年月日 平成16年９月30日平成17年９月29日 
権利行使価格 (円) 250,000 270,000 
行使時平均株価 (円) ― ―  
付与日における公正な評価単価

(円)

― ―
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当事業年度(自 平成19年７月１日　至 平成20年６月30日)
 

１. 当該事業年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費(株式報酬費用)　　　2,737千円

 

２. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
会社名 提出会社

決議年月日 平成13年10月17日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　６名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　6,000

付与日 平成13年11月１日

権利確定条件 １)  新株引受権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株引受権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

２)  新株引受権の譲渡、相続、またはこれに担保権を設定することは
認めない。

３)  新株引受権に関するその他の細目については、当社と権利者との
間で締結する新株引受権付与契約に定めるところによる。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成15年10月30日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成21年10月30日まで

(注)１. 　平成19年12月１日付で１株を２株とする、また平成20年４月３日付で１株を100株とする株式分

割を実施しているため、ストック・オプション数及び権利行使価格は分割後の数値によっており

ます。

　　２.　平成20年６月14日開催の臨時株主総会の決議により、「平成15年10月30日もしくは会社が株式公

開した日から数えて６ヶ月のいずれか遅いほうから平成21年10月31日まで」と延長しておりま

す。

 

 
会社名 提出会社

決議年月日 平成14年９月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　13名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　8,600

付与日 平成14年11月１日

権利確定条件 １) 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これ
を行使することを要する。

２) 新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

３) その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議及び新
株予約権割当契約に定める。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成16年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成21年10月31日まで

(注)１.  平成19年12月１日付で１株を２株とする、また平成20年４月３日付で１株を100株とする株式

分割を実施しているため、ストック・オプション数及び権利行使価格は分割後の数値によってお

ります。
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　　２.　平成20年６月14日開催の臨時株主総会の決議により、「平成16年11月１日もしくは会社が株式公

開した日から数えて６ヶ月のいずれか遅いほうから平成21年10月31日まで」と延長しておりま

す。
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会社名 提出会社

決議年月日 平成15年９月22日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　16名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　7,000

付与日 平成15年11月１日

権利確定条件 １)  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ
れを行使することを要する。

２)  新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

３)  その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議並び
に新株予約権割当契約により定める。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成17年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成21年10月31日まで

(注)　平成19年12月１日付で１株を２株とする、また平成20年４月３日付で１株を100株とする株式分割

を実施しているため、ストック・オプション数及び権利行使価格は分割後の数値によっておりま

す。

 

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年９月30日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　23名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　7,200

付与日 平成16年12月１日

権利確定条件 １)  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ
れを行使することを要する。

２)  新株予約権発行時において当社の取締役及び従業員であった者
は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当社の関
係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合はこの限りでない。

３)  その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議並び
に新株予約権割当契約により定める。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成18年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成22年10月31日まで

(注)　平成19年12月１日付で１株を２株とする、また平成20年４月３日付で１株を100株とする株式分割

を実施しているため、ストック・オプション数及び権利行使価格は分割後の数値によっておりま

す。
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会社名 提出会社

決議年月日 平成17年９月29日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　６名
当社従業員　28名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　42,000

付与日 平成17年11月１日

権利確定条件 １)  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、こ

れを行使することを要する。

２)  新株予約権発行時において当社の取締役、監査役及び従業員で

あった者は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または

当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な

理由があると認めた場合はこの限りではない。

３)  その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議並び
に新株予約権割当て契約により定める。

対象勤務期間 　定めておりません。

権利行使期間 平成19年11月１日もしくは会社が株式公開した日から数えて６ヶ月
のいずれか遅いほうから平成23年10月31日まで

(注)　平成19年12月１日付で１株を２株とする、また平成20年４月３日付で１株を100株とする株式分割

を実施しているため、ストック・オプション数及び権利行使価格は分割後の数値によっておりま

す。

 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月17日平成14年９月27日平成15年９月22日

権利確定前    

　期首 (株) 32 49 37

　付与 (株) 5,972 8,563 6,967

　失効 (株) 4 12 4

　権利確定 (株) ― ― ―

　未確定残 (株) 6,000 8,600 7,000

権利確定後    

　期首 (株) ― ― ―

　権利確定 (株) ― ― ―

　権利行使 (株) ― ― ―

　失効 (株) ― ― ―

　未行使残 (株) ― ― ―

会社名 提出会社 提出会社  
決議年月日 平成16年９月30日平成17年９月29日 
権利確定前    
　期首 (株) 37 216 
　付与 (株) 7,165 41,796 
　失効 (株) 2 12 
　権利確定 (株) ― ―  
　未確定残 (株) 7,200 42,000 
権利確定後    
　期首 (株) ― ―  
　権利確定 (株) ― ―  
　権利行使 (株) ― ―  

EDINET提出書類

株式会社イデアインターナショナル(E21259)

有価証券報告書

 80/102



　失効 (株) ― ―  
　未行使残 (株) 　― ―  
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② 単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月17日平成14年９月27日平成15年９月22日

権利行使価格 (円) 1,250 1,250 1,250

行使時平均株価 (円) ― ― ―

付与日における公正な評価単価

(円)

― ― ―

会社名 提出会社 提出会社  
決議年月日 平成16年９月30日平成17年９月29日 
権利行使価格 (円) 1,250 1,350 
行使時平均株価 (円) ― ―  
付与日における公正な評価単価

(円)

― ―
 

 

 

３. 当事業年度における条件変更により公正な評価単価が変更されたストック・オプションの公正

な評価単価の見積方法

当事業年度に条件変更が行われたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法は、以

下のとおりであります。

ストック・オプションの条件変更日時点において、当社は株式を証券取引所に上場していな

いことから、ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の

見積りによっております。また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、当社株式の評価額から

権利行使価格を控除する方法で算定しており、当社株式の評価方法は公募価格によっておりま

す。その結果、ストック・オプションの当事業年度末における本源的価値の合計額は2,737千円

となっております。

 

４. ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の権利失効数の合理的な見積もりは困難であるため、実績の失効数のみ反

映させる方法を採用しております。
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(税効果会計関係)

 
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産  

　未払事業税 4,760千円

　未払寄付金 2,796千円

　返品調整引当金 2,685千円

　たな卸資産評価損 12,284千円

　固定資産減損損失 21,804千円

　役員退職慰労引当金 8,325千円

　繰延ヘッジ損失 2,237千円

　その他 6,384千円

　小計 61,278千円

　評価性引当額 △18,607千円

　合計 42,671千円

繰延税金負債  

　特別償却準備金 △227千円

　繰延ヘッジ利益 △55,048千円

　小計 △55,276千円

繰延税金負債の純額 △12,605千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産  

　未払事業税 8,510千円

　返品調整引当金 3,784千円

　販売促進引当金 6,337千円

　たな卸資産評価損 19,630千円

　固定資産減損損失 19,093千円

　役員退職慰労引当金 11,942千円

　繰延ヘッジ損失 20,426千円

　その他 14,823千円

　小計 104,549千円

　評価性引当額 △18,472千円

　合計 86,077千円

繰延税金負債  

　繰延ヘッジ利益 △44,716千円

　小計 △44,716千円

繰延税金資産の純額 41,360千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

　(調整)  

評価性引当額 20.28％

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.05％

役員報酬(定期同額)の損金不算入 1.77％

住民税均等割 1.70％

その他 △0.67％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

65.82％

  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

　(調整)  

留保金課税 2.99％

住民税均等割 1.04％

その他 0.69％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

45.41％
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(企業結合等関係)

 

前事業年度(自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成19年７月１日　至 平成20年６月30日)

該当事項はありません。

 

 

(持分法損益等)

 

前事業年度(自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日)

関連会社がないため、該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成19年７月１日　至 平成20年６月30日)

関連会社がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

役員及び個人主要株主等

 

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 、
主要株
主

橋本　雅治 ― ―
当社代表取
締役社長

(被所有)
 直接

52.9
― ―

当社銀行借
入に対する
債務被保証
(注)１

1,025,514― ―

(注) １．当社は、金融機関からの借入に対し、当社代表取締役社長橋本雅治より債務保証を受けております。な

お、債務保証の取引金額は、期末借入金残高を記載しております。また、当該債務保証につきましては、

保証料の支払を行っておりません。

２．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。

 

当事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

役員及び個人主要株主等

 

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 、
主要株
主

橋本　雅治 ― ―
当社代表取
締役社長

(被所有)
 直接

52.9
― ―

当社銀行借
入に対する
債務被保証
(注)１

737,600― ―

(注) １．当社は、金融機関からの借入に対し、当社代表取締役社長橋本雅治より債務保証を受けております。な

お、債務保証の取引金額は、期末借入金残高を記載しております。また、当該債務保証につきましては、

保証料の支払を行っておりません。

２．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。
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(１株当たり情報)

 

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 233,572.68円 1,317.57円

１株当たり当期純利益 10,593.86円 219.93円

 　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株引受権

及び新株予約権を発行しておりま

すが、当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できませんので、

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株引受権

及び新株予約権を発行しておりま

すが、当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できませんので、

記載しておりません。

 

　当社は、平成19年12月１日付で１

株を２株とする、また平成20年４月

３日付で１株を100株とする株式分

割を行っております。

　前期首に当該株式分割が行われた

と仮定した場合における(１株当た

り情報)の各数値はそれぞれ以下の

とおりであります。

 

前事業年度

1株当たり純資産額

　　　　　　　　　 1,167.86円

1株当たり当期純利益

　　　　　　　　　　　52.96円

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 

項目
前事業年度

(平成19年６月30日)

当事業年度

(平成20年６月30日)

貸借対照表上の純資産の部の合計額(千円) 691,375 782,740

普通株式に係る純資産額(千円) 691,375 780,002

差額の主な内訳（千円）   

　新株予約権 ― 2,737

普通株式の発行済株式数(株) 2,960 592,000

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通

株式の数(株)
2,960 592,000
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２　１株当たり当期純利益

 

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 31,357 130,200

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 31,357 130,200

普通株式の期中平均株式数(株) 2,960 592,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

　旧商法第280条ノ19の規
定に基づく特別決議によ
る新株引受権(新株引受
権の目的となる株式の数
　32株)及び第１回、第２
回、第３回、第４回新株予
約権(新株予約権の数　
339個)。これらの概要は、
「第４　提出会社の状況　
１　株式等の状況　(２) 
新株予約権等の状況」に
記載のとおりでありま
す。

　旧商法第280条ノ19の規
定に基づく特別決議によ
る新株引受権(新株引受
権の目的となる株式の数
6,000株)及び第１回、第
２回、第３回、第４回新株
予約権(新株予約権の数　
324個)。これらの概要は、
「第４　提出会社の状況　
１　株式等の状況　(２) 
新株予約権等の状況」に
記載のとおりでありま
す。
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(重要な後発事象)

                    前事業年度

　　　　　　　　(自　平成18年7月1日

　　　　　　　　 至  平成19年6月30日)

                    当事業年度

　　　　　　　　(自　平成19年7月1日

　　　　　　　　 至  平成20年6月30日)

(株式分割)

　平成19年11月14日開催の取締役会において株式分割に

よる新株式の発行を行う旨の決議を行い、平成19年12月

１日付をもって株式分割を行っております。

　当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

　１　平成19年12月１日付をもって平成19年11月30日最

終の株主名簿に記載または記録された株主の所有

株式数を１株に付き２株の割合をもって分割する。

２　分割により増加する株式数

　  普通株式　　2,960株

　　前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における(1株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下

のとおりであります。

　　　前事業年度
(自　平成17年７月１日
至  平成18年６月30日)

　　　当事業年度
(自　平成18年７月１日
至  平成19年６月30日)

1株当たり純資産額

　　　　　109,931.76円

1株当たり当期純利益

　　　　　 11,172.64円

1株当たり純資産額

　　　　　116,786.32円

1株当たり当期純利益

　　　　　  5,296.79円

(新株発行)

　平成20年7月28日に株式会社大阪証券取引所ニッポ

ン・ニュー・マーケット―(ヘラクレス)に上場いた

しました。

１. 公募増資

上記の上場にあたり、平成20年６月20日及び平成

20年７月４日開催の取締役会決議により、下記のと

おり新株式を発行し、平成20年７月25日に払込が完

了いたしました。この結果、平成20年７月25日付け

で資本金は250,412千円、発行済株式数644,500株と

なりました。

(1) 募集方法

ブックビルディング方式による一般募集

(2) 発行する株式の種類及び数

普通株式　52,500株

(3) 発行価額

　　1株につき　2,530円

(4) 発行価額総額

    132,825千円

(5）資本組入額

　　1株につき　1,265円

(6) 資本組入額総額

　　66,412千円

(7) 払込期日

　　平成20年7月25日

(8) 資金使途

　　全額を借入金の返済に充当する予定であります。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

　建物 90,26964,159
2,100

(1,403)
152,32839,77823,244112,549

　工具器具及び備品 82,074　　77,642
28,321　

(4,021)
131,39562,27640,57469,119

　建設仮勘定 14,955181,020171,23024,746 ― ― 24,746

有形固定資産計 187,299322,822
201,652

(5,424)
308,469102,05463,819206,414

無形固定資産        

　商標権 4,962 5,294 ― 10,2572,202 911 8,055

　意匠権 ― 2,903 ― 2,903 285 285 2,617

　ソフトウェア 1,595 8,584 ― 10,1791,691 687 8,488

　電話加入権 188 ― ― 188 ― ― 188

無形固定資産計 6,74616,782 ― 23,5284,180 1,88419,348

(注)１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 店舗 内装設備 64,159千円

工具器具及び備品 店舗 内装設備 44,415千円

 協力工場 金型 32,591千円

建設仮勘定 店舗 内装設備等 141,084千円

 協力工場 金型 39,936千円

２　当期減少額のうち(　)内は内書きで減損損失の計上額であります。

 

 

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,045,000 800,000 1.34 ―

１年以内に返済予定の長期借入

金
90,414 109,800 1.78 ―

１年以内に返済予定のリース債

務
― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く)

50,100 92,700 1.87
平成21年７月６日
～
　平成22年９月15日

リース債務(１年以内に返済予
定のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,185,5141,002,500 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下の

とおりであります。

 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 74,700 18,000 ― ―

 

 

【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,767 15,532 229 790 17,280

返品調整引当金 6,600 9,300 ― 6,600 9,300

販売促進引当金 1,493 15,574 ― 1,493 15,574

リコール損失引当金 ― 2,700 ― ― 2,700

役員退職慰労引当金 20,461 8,889 ― ― 29,350

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額の内739千円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であ

り、50千円は債権回収等による取崩額であります。

２　返品調整引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替処理によるものであります。

３　販売促進引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替処理によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 4,015

預金  

当座預金 3,016

普通預金 191,887

外貨普通預金 352

預金計 195,257

合計 199,272

 

②　受取手形

イ　相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱ワールドリビングスタイル 11,024

㈱アクタス 6,433

トッパン・フォームズ㈱ 4,779

㈱私の部屋リビング 3,161

㈱ワイ・ヨット 2,285

その他 2,466

合計 30,150

 

ロ　期日別内訳

 

期日 金額(千円)

平成20年７月満期 2,285

平成20年８月満期 926

平成20年９月満期 21,424

平成20年10月満期 5,514

合計 30,150
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ハ　割引手形の期日別内訳

 

期日 金額(千円)

平成20年７月満期 31,508

平成20年８月満期 37,785

平成20年９月満期 10,463

合計 79,757

 

③　売掛金

イ　相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱バルス 58,613

㈱ＤＮＰフォトマーケティング 18,161

㈱アスプルンド 14,945

㈱ハインツ・コーポレーション 10,842

㈱ワールドリビングスタイル 10,249

その他 330,746

合計 443,558

 

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

前期繰越高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

374,364 3,771,9183,702,725 443,558 89.3 39.7

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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④　商品

 

区分 金額(千円)

オリジナルブランド商品 549,677

セレクトブランド商品 292,774

合計 842,452

 

⑤　未着品

 

区分 金額(千円)

オリジナルブランド商品 12,635

合計 12,635

 

⑥　製品

 

区分 金額(千円)

オリジナルブランド商品 109,716

合計 109,716

 

⑦　原材料

 

区分 金額(千円)

オリジナルブランド商品部品 2,132

合計 2,132
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⑧　前渡金

 

相手先 金額(千円)

ＩＢＳ ＩＴＡＬＩＡＮＡ Ｓ．Ｒ．Ｌ． 107,314

ＭＯＲＰＨＯＴＲＯＮ ＣＯ．，ＬＴＤ． 6,457

ＳＵＮＴＲＥＥ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＣＯ．，ＬＴＤ． 4,871

ＲＩＧＨＴ ＡＩＭ ＬＴＤ． 2,347

ＷＩＮＤＩＸ ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ　ＬＴＤ． 2,085

その他 4,233

合計 127,308

 

⑨　敷金保証金

 

相手先 金額(千円)

㈱中央三井信託銀行 52,272

三井不動産㈱ 26,594

森ビル㈱ 21,794

三菱地所㈱ 12,257

㈱インターアシスト 6,578

その他 24,524

合計 144,021

 

⑩　支払手形

イ　相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

エンペックス気象計㈱ 4,483

㈱ドリテック 4,317

三洋電機コンシューマエレクトロニクス㈱ 1,972

㈱大沢商会グループ 1,276

坪田パール㈱ 902

その他 611

合計 13,563
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ロ　期日別内訳

 

期日 金額(千円)

平成20年７月満期 5,378

平成20年８月満期 7,779

平成20年９月満期 406

合計 13,563

 

⑪　買掛金

 

相手先 金額(千円)

プラマイゼロ㈱ 49,303

㈱モリカワ 16,738

シルバー精工㈱ 13,538

㈱カワキタ 10,535

ウィナーズ㈱ 10,253

その他 80,214

合計 180,583

 

⑫　未払金

 

相手先 金額(千円)

㈱インターアシスト 17,561

㈱近鉄エクスプレス 10,889

㈲デコラティブモードナンバースリー 8,428

アデコ㈱ 5,963

㈱細見工務店 5,699

その他 124,761

合計 173,303

 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日
12月31日

６月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。

　ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告をすることができないとき

は、日本経済新聞に掲載します。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは、次の通

りです。

 

　　　　http:// www.idea-in.com/

 

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 
 

有価証券届出書
及びその添付書類

(有償一般募集増資(ブックビルディング
方式による募集)及び株式売出し(ブック
ビルディング方式による売出し)

 平成20年６月20日
関東財務局長に提出。

     
(2) 有価証券届出書の

訂正届出書
上記(1)に係る訂正届出書であります。  平成20年６月27日

平成20年７月７日
平成20年７月11日
平成20年７月16日
平成20年９月16日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月20日

株式会社イデアインターナショナル

取締役会　御中

新日本監査法人

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　矢　　治　　博　　之　　㊞

 

業務執行社員  公認会計士　　柳　　井　　浩　　一　　㊞

 

当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社イデアインターナショナルの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第12

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社イデアインターナショナルの平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年12月１日付をもって株式分割を行ってい

る。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年９月26日

株式会社イデアインターナショナル

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　治　　博　　之　　㊞

 

業務執行社員 公認会計士　　柳　　井　　浩　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社イデアインターナショナルの平成19年７月１日から平成20年６月30日

までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッ

シュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社イデアインターナショナルの平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年７月25日付をもって新株発行を行ってい

る。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。
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